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して理解されることになる-｡この場合マ
クロ経済論の立場から観ると双方の要因
が作用しているということになるが､問題
は後者の場合である｡後者の立場に立て
ばその要因は､日本のアジア諸国とくに
中国との国際分業を通じて強力に発揮さ
れ始めた国際的価格調整メカニズムすな
わち要素価格の低位平準化メカニズムに
他ならないということになる｡だがそのメ
カニズムは､アジア諸国とりわけ中国にお
ける低賃金を武器とする価格競争力に起
因しているが故に一中国の競争力は同国
固有の地政学的条件に依拠 した産業構
造 ･組織 ･集積と連動しているが故に一長
期に亘って作動する可能性を持ってい
る｡従って現下のデフレーションは日本経
済を停滞に追い込む可能性が強いと云え
よう｡その意味でそれは景気循環論とし
ての不況問題より造かに深刻な問題を日
本経済に突きつけていると云えよう｡
(注2) 本稿が課題とするアジア共生論に立った
投資機会創出論-すなわちアジア経済圏
における新産業創出のための製造業ネッ
トワーク論-は､単なるグローバリゼー
ション･市場化促進論ではない｡その意
味で小泉版 ｢経済構造改革｣とは区別さ
れるべきである｡だがそれは､保護主義
やアウタルキー論に依拠してグローバリ
ゼーション･市場化に対抗しようとするも
のでは決してなく､むしろそれを-アジア
との共生を視野に入れながら一国民経済
の ｢内包的発展｣に結びつけようとしてい
るという意味で ｢積極的産業政策｣なので
ある｡なお ｢積極的産業政策｣は､ (イ)
新産業 ･新事業創出､ (ロ)上記のための
中央 ･地方就中地方レベルでの産学官プ
ロジェクト､ (ハ)海外進出企業活用によ
る研究開発力強化､(ニ)外国企業誘致に
よる就業機会確保､(ホ)積極的投資政策､
(へ)割高で非効率なインフラの改善､
(ト)教育改革-などから成るが､ここで
は本稿の文脈上そのうち (イ)の新産業 ･
新事業創出論を取り上げることにする｡
(注3) ｢アジア経済圏｣に関しては､石原慎太郎
東京都知事は､製造業ネットワークと金融
ネットワークという戦略的ネットワークに
おける拠点を日本が握ることによって ｢円
経済圏｣一要するに ｢日本経済圏｣-を形
成すべきだという立場に立って､それを
｢円経済圏｣と捉えている (石原慎太郎
｢日本再生の活路一中国に勝つめに-｣
[文芸春秋社 r文芸春秋J2002年3
.月]p.94-105参照)｡このことは､
アジア経済圏形成にとって ｢マニュファク
チュアリング･ネットワーク｣が如何に重
要かを物語っているに他ならず､その限り
では本稿 も認識を共有している｡ だが本
稿では､ ｢アジア経済圏｣をアジアにおけ
る ｢自然経済圏｣と理解しており､それを
｢円経済圏｣とは捉えていない｡従って､
ここで云う ｢マニュファクチュアリング･
ネットワーク｣は ｢円経済圏｣ではなく
｢自然経済圏｣としてのアジア経済圏形成
に繋げるという観点に立ち提起している｡
(注4) この点は､不況と並んで現在の日本経済
が直面しているもう一つの深刻な問題で
あるデフレーションに関わる｡日本経済を
停滞から脱却させ再生するためには新産
業 ･新事業創出以外にないのであるが､
デフレーションが上述したような性格を帯
びている以上 (注1参照)､それはアジア
の産業 ･企業との共生を通じて達成する
以外にないのである｡なおこの間題は後
述する｢空洞化｣論 とも密接に関わって
いる｡
(注5) 従って内発的発展論は国民経済深化論に
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も繋がるのだが､そのことは内発的発展
論は単に地域発展論としてだけではなく
アジアにおける国民経済発展のあり方に
も関わっているということを意味 して
いる｡
(注6) 中国の沿海地方を中心とする地方経済圏
の発展は､中国経済の発展を支えるだけ
ではなく､沿海地方における有力産業集
積をして世界的な産業集積へと向かわし
め､それらの集積を通じて今や世界の先
端産業 ･技術を支える役割すら果たすに
至っている｡華南経済圏における ｢珠江
デルタ｣は世界的な電子部品 ･電機組立
集積地域に成長しつつあり､他方華中経
済圏における ｢長江デルタ｣もまた従来の
繊維産業や自動車産業に加えて情報機器
の世界的な集積地域へと転身せんとして
おり､これら二つの沿海地方の産業集積
地域にさらに中国のシリコンバレーと称
せられる北京の ｢中開地区｣を加えた三
大集積地域は今や､中国の先端産業 ･技
術の発展を主導するだけに止まらず､先
端産業 ･技術における世界的生産基地た
らんとしているのである (黒田篤郎 ｢Fモ
ノ作りの場j中国で集積｣[日本経済新聞
2001年4月16日]参照)0
(注 7) ｢スマイルカーブ｣については､野中郁次
郎 ｢日本の製造業の課題｣ (日本経済新開
2001年1月19日～1月26日)参照｡
(注8) アジア共生型 ｢ビジネス情報ネットワー
ク｣に関しては､拙稿 ｢アジア共生型 rビ
ジネス情報ネットワーク｣の提唱一新潟
経営大学 ビジネスフォーラムの論点整
理 と課題-｣(新潟経営大学･地域活性
化研究所 F地域活性化ジャーナルJ第7号
[2002年3月刊])p.3-30を参照
のこと｡
(注9) 同上参照｡
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(注10)福川伸次r<どうする空洞化>モノづくり文化
で磨け-SMILE技術開発に期待-｣､
(日本経済新聞2002年1月13日)参照｡
(注11)｢ビジネス情報ネットワーク｣上でITと
LCA(LifeCycleAssessment)との融合
を図るという試みは集積地城においては
既に始まっており､それは集積地域にお
ける｢アーキテクチャー･イノベーション｣
に結びつく可能性を秘めている｡例えば
新潟県中越集積では､｢ビジネス情報ネット
ワーク｣上で金型産業におけるソリッド･
データとマグネシウム合金開発との融合を
図り､自動車のCO2排出量を大幅に引き
下げるという試みが既に始まっている｡
(詳しくは､拙稿 ｢アジア共生型 Fビジネ
ス情報ネットワーク｣の提唱一新潟経営
大学ビジネスフォーラムの論点整理と
課題-｣[新潟経営大学 ･地域活性化研
究所 r地域活性化ジャーナル』第 7号
<2002年3月刊>]p.22を参照のこと｡)
丁二∋天童ノ
